
滋賀県や甲良町は、みなさんの日常生活に身近な利便やサービス等を提供しています。個人住民税は、その活動に必要な費用を、地域社会の住民のみなさんに、広く、その負担能力に応じて、負担していただく税金です。

一般に、県民税と町民税をあわせて住民税と呼ばれています。

□住民税を納める人（納税義務者）
●個人住民税を納める人は、次のとおりです。
①　その年の１月１日現在、甲良町に住所がある人

※年の途中で町外へ転出された場合でも、その年度は甲良町で課税されることになります。

②　その年の１月１日現在、町内に事務所・事業所・家屋敷を所有している人

	納税義務者
	納める税金

	
	均等割
	所得割

	①に該当する場合
	〇
	〇

	②に該当する場合
	〇
	×


□住民税が課税されない人

●均等割も所得割もかからない人
①　生活保護法によって生活扶助をうけている人。

②　障害者、未成年者、寡婦または寡夫で前年の合計所得金額が１２５万円以下の人

●均等割がかからない人
前年の合計所得金額が次の算式で求めた額以下の人。

《２８万円×（本人＋控除対象配偶者＋扶養人数）＋168,000円》
ただし、扶養がない場合は２８万円以下

●所得割がかからない人
前年の総所得金額等が次の算式で求めた額以下の人。
《３５万円×（本人＋控除対象配偶者＋扶養親族）＋３２万円》以下の人
ただし、扶養がない場合は３５万円以下

□個人住民税の税額

個人住民税の税額は、税金を負担する能力のある人が均等の額によって負担する「均等割」と、その人の所得金額に応じて負担する「所得割」の合計により算出します。

●税額計算のしかた
①　均等割・・・・所得金額に関わらず一定の額の税金を納めていただくものです。
	町民税（年額）
	県民税（年額）
	均等割合計（年額）

	3,５00円
	２,３00円
	５,800円


※県民税1,800円のうち800円は、琵琶湖森林づくり県民税（平成１８年度より導入）

②　所得割・・・・所得割の税額は、一般的には次のような方法で計算されます。
	（前年の所得金額　－　所得控除額）×　税率（表１）　－　税額控除　＝　所得割額

	課税所得金額


●所得割の県民税・市町民税の税率
	県　　　　　民　　　　　税
	市　　　町　　　民　　　税

	４　％（一　律）
	６　％（一　律）


(表１)
※平成１９年度より適用される税率です。
□申　告

個人住民税は、市町村が税額を計算し、これを納税者に通知して納税していただくしくみになっていますが、市町村が適正な課税を行うために、納税者から住民税の申告書を市町村長に提出していただくことになっています。

●確定申告が必要な人（確定申告を行った人は住民税の申告を行ったものとみなされます。）
①　事業所得や不動産所得などがある人で、所得金額が所得控除額を上回る人

②　給与収入額が２千万円を超える人

③　年末調整を済ませている給与所得者で、その他に２０万円を超える所得または２０万円を超える給与

収入がある人

④　譲渡所得がある人で特別控除や特例などの適用を受ける人

⑤　年末調整を済ませていない給与または年金収入がある人で、源泉徴収税額の還付を受ける人

⑥　医療費控除、雑損控除、寄付金控除、住宅借入金等特別控除などの控除を受ける人

⑦　給与所得者で年末調整の内容を変更する人
●住民税の申告が必要な人
①　年末調整を済ませている給与所得者で、その他に２０万円以下の所得または２０万円以下の給与収入

のある人

②　事業所得や不動産所得などがある人で、所得金額が町県民税の控除（扶養控除、社会保険料控除など

の合計）を上回る人

③　所得がない人で、課税上誰の扶養にも入らない人
④　国民健康保険の加入者などで所得のない人
⑤　年末調整を済ませた給与所得者で源泉所得税額は０円となったが、町県民税の課税が見込まれる人で

医療費控除の追加を行う人
⑥　配当所得のある人で、上場株式配当（大口は除く）以外の配当所得のある人（金額の多少は関係あり

ません）

●申告の必要がない人
①　前年の所得が給与所得のみで、勤務先から甲良町長あてに給与支払報告が提出されている人

②　前年の所得が公的年金に係る所得のみで、支払者から甲良町長あてに公的年金支払報告書が提出され

ている人（年金にかかる収入金額が６５歳未満の人で７０万円以下、６５歳以上の人で１２０万円以下）
□納税方法

個人の住民税の納税方法には、特別徴収と普通徴収の二つがあり、そのいずれかによって納税することになります。

●給与所得者の場合
１年分を毎年６月から翌年５月までの１２ヶ月に分けて勤務されている会社などの給与支払者が毎月の給与支払いの際にその人の給与から税金を天引きして、これを翌月の１０日までに市町に納入していただくことになっています。
これを特別徴収といい、給与支払者を特別徴収義務者と呼んでいます。給与明細などで一度確認してみて下さい。
●年金所得者・事業所得者の場合
市町から各個人あてに直接送付される納税通知書により、通常６月・９月・１１月・１月の年４回に分けて納税していただくことになっています。

これを普通徴収といい、口座振替により納めることも可能です。
